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資料１ 
債権回収と裁判例 

－はみ出し自販機設置業者に対する 
道路占用料相当損害賠償請求権の不行使（東京都）－ 

 
【事件番号】最高裁判所第２小法廷判決／平成１２年（行ヒ）第２４６号 
【判決日付】平成１６年４月２３日 
【判示事項】１ 権原に基づかない道路の占有と道路管理者の占有者に対する占用料相当

額の債権の取得 
      ２ 東京都が自動販売機を都道にはみ出して設置した者に対して占用料相当

額の損害賠償請求権又は不当利得返還請求権を行使しないことが違法で

はないとされた事例 
【参考文献】最高裁判所民事判例集５８巻４号８９２頁 
      判例タイムズ１１５０号１１２頁 
      判例時報１８５７号４７頁 
 
（判示） 
道路管理者は道路の占用につき占用料を徴収して収入とすることができるのであるから，

道路が権原なく占有された場合には，道路管理者は，占有者に対し，占用料相当額の損害

賠償請求権又は不当利得返還請求権を取得するものというべきである。 
 （略） 

地方公共団体が有する債権の管理について定める地方自治法２４０条，地方自治法施行

令１７１条から１７１条の７までの規定によれば，客観的に存在する債権を理由もなく放

置したり免除したりすることは許されず，原則として，地方公共団体の長にその行使又は

不行使についての裁量はない。 
 
しかしながら，地方公共団体の長は，債権で履行期限後相当の期間を経過してもなお完

全に履行されていないものについて，「債権金額が少額で，取立てに要する費用に満たない

と認められるとき」に該当し，これを履行させることが著しく困難又は不適当であると認

めるときは，以後その保全及び取立てをしないことができるものとされている（地方自治

法施行令１７１条の５第３号）。 
 

 これを本件についてみると，・・・東京都が，はみ出し自動販売機全体について考慮する

必要がある中において，１台ごとに債務者を特定して債権額を算定することには多くの労

力と多額の費用とを要するものであったとして，本件について，「債権金額が少額で，取立

てに要する費用に満たない」と認めたことを違法であるということはできない。 
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資料２ 
債権回収と裁判例 

－三セクに対する固定資産税延滞金請求の不行使 
（三重県南牟婁郡御浜町）－ 

 
【事件番号】津地方裁判所判決／平成 14 年（行ウ）第 36 号、平成 16 年（行ウ）第 12 号 
【判決日付】平成１７年２月２４日／確定 
【判示事項】町長が，第三セクターである株式会社に対し固定資産税延滞金の徴収を怠っ

ていることについて，未納となっている期間，従前の納付状況，当該会社の

資産状況及び経営状況等に照らし，裁量権を逸脱した違法があるとした事例 
【参考文献】判例タイムズ１２１７号２２４頁 
 

主   文 
 １ 被告町長が，パーク七里御浜株式会社に対し，別紙１物件目録 1(4)～(10),2～12 記

載の不動産について，別紙２一覧表記載の平成元年度第３期から平成 12 年度第４期ま

での各期別の固定資産税延滞金の徴収を怠っていることが違法であることを確認する。 
 ２ 被告町長が，パーク七里御浜株式会社に対し，別紙１物件目録 1(4)～(10),2～12 記

載の不動産について，別紙２一覧表記載の平成 13 年度第１期から第４期までの各期別

の固定資産税延滞金の徴収を怠っていることが違法であることを確認する。 
 
（判示） 
 地方税法は，租税法律主義に基づき課税権の主体としての地方公共団体と納税者として

の住民との間の租税に関する法律関係を規制するものであるところ，・・・ことからすると，

滞納者に対して滞納処分を行う対象や時期については，一方では，個々の滞納者の担税力

や誠実なる納入意思の有無に応じてその事業の継続や経済生活の維持がむやみに損なわれ

ることのないよう配慮しながら，他方では，公平を欠き，偏頗な徴税行為であるとの非難

を受けることのないよう，計画的，能率的かつ実質的にその徴収権の確保を図るに相当な

範囲での裁量が与えられているものと解される。 
 
 したがって，固定資産税の滞納分に対する督促状を発してから１０日以内に差押えがさ

れないからといって，当然にこれが地方税法に違反するとはいえないが，差押え等滞納処

分を取られないために実質的に公金徴収権の確保が図られない場合や，公平を欠き偏頗な

徴税行為であるとみられる場合には，地方団体の長はその裁量を逸脱し，徴収金の徴収を

違法に怠るものと解するのが相当である。 
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資料３ 

自治体の債権の種類と重要な特性 

 強制徴収 

公債権 

非強制徴収 

公債権 

私債権 

自力執行力の有無 

あり。裁判手続

等を利用せずに

滞納処分を行う

ことが可能 

なし。裁判手続等を利用して判決等を取得しては

じめて差押え等の強制執行手続を行うことができ

る。 

消滅時効 

 法律で定められた消滅時効期間が

経過した場合（消滅時効の完成），

債務者が時効を援用することなく

債務は消滅する（自治法 236 条 2

項） 

 消滅時効が完成した場合，債務者

は時効利益の放棄ができない（同） 

 消滅時効が完成した場合，絶対的

に（あらゆる人との関係で）消滅

する 

 債務者が時効を援用しては

じめて債務は消滅する（民法

145条） 

 

 

 時効利益の放棄が可能（民法

146条参照） 

 時効を援用した人との間で

のみ消滅する（保証人による

時効の援用など） 

時効完成後の請求

及び 

弁済受領の可否 

債務が消滅しているため不可 

債務者が時効を援用するまで

は債務が存続しており、可 

→請求したところ、時効援用

があれば消滅する。他方、請

求して、債務承認があれば債

務者は原則として時効援用権

失う（判例）。 

消滅時効完成の場

合の不納欠損処理

方法 

議会の議決等の手続を経ずに 

不納欠損処理が可能 

 債務者が時効を援用しない

場合，原則として権利の放棄

（自治法 96条 1項 10号）又

は債務免除（自治令 171条の

7）の手続を経なければ不納

欠損処理できない。 

 時効援用があれば不納欠損

処理可能 
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資料４ 
【非強制徴収公債権、私債権に関する規定】 
 
 
 
 

      
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
         

 
 
 
 
 
 
 

通常期 

 
 

滞納期 

滞納期の原則的措置 
・督促（公債権：自治法231条の3、私債権：自治

令171条）、催告 
・強制執行等（同171条の2） 
①担保権の実行、保証人に対する履行請求（1号） 
②強制執行（2号） 
③訴訟手続による履行請求（3号） 

債権保全措置 
・履行期限の繰上げ（同171条の3） 
・債権の申出（同171条の4第1項） 
・担保提供の要求、仮差押、仮処分（同171条の4

第2項） 

 
整理期 

 
 
 
回 
 
収 

自治体の措置による債権消滅 
・債権の放棄（自治法 96 条 1 項 10 号）   
・法律若しくはこれに基づく政令又は条例に

特別の定めがある場合（自治法 96 条 1 項

10 号） 
a)債務の免除（同 171 条の 7） 
b)その他 

自治体の措置によらない

債権消滅等 
・時効消滅 
・債務者の消滅  等 

整 理（不納欠損） 

回収困難の場合の措置 
・徴収停止（同 171 条の 5） 
・履行延期の特約等（同 171 条の 6） 
  

 
 

債権の発生 
・処分（公債権） ・契約等（私債権） 
通常の措置 
・債権の調定及び納入の通知（自治法 231 条）  
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資料５ 
【（税外の）強制徴収公債権に関する規定】 
 
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

通常期 

 
滞納期 

 
整理期 

 
 
回 
 

収 

徴収権の消滅 
・滞納処分後 3 年経過による徴収権の消滅 
（地税法 15 条の 7 第 4 項、国徴法 153 条 4 項） 
・即時消滅（地税法 15 条の 7 第 5 項、国徴法 153

条 5 項） 

自治体の措置によらない

債権消滅等 
・時効消滅 
・債務者の消滅  等 

整 理（不納欠損） 

回収困難の場合の措置 
・徴収猶予（個別法、地税法 15 条） 
・滞納処分の停止（地税法 15 条の 7 第 1 項、国徴法 153 条） 

債権の発生 
・賦課処分 
通常の措置 
・債権の調定及び納入の通知（自治法 231 条）  
 

滞納期の原則的措置 
・督促（自治法231条の3）、催告 
 
・差押（地税法373条1項等、国徴法47条～） 
・換価（地税法 373 条 7 項等、国徴法 89 条～） 
・配当（地税法 373 条 7 項等、国徴法 128 条～） 
・換価猶予（地税法 15 の 5、国徴法 151 条） 

債権保全措置 
・繰上請求（地税法13条の2、国通法38） 
・交付要求（地税法373条4項等、国徴法82条） 
・参加差押（地税法373条5項等、国徴法86条） 

調査 
・質問検査（地税

法 373⑦等、国

徴法 141） 
・捜索（地税法 373

⑦等、国徴法

142） 
・官公署等への協

力要請（地税法

20 の 11、国徴
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資料６ 
 

【地方自治法】 
 
（歳入の収入の方法）  
第二百三十一条  普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政令の定めるところにより、

これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をしなければならない。  
 
（督促、滞納処分等）  
第二百三十一条の三  分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の普通地方公共団

体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、期限を指

定してこれを督促しなければならない。  
２  普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をした場合にお

いては、条例の定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。  
３  普通地方公共団体の長は、分担金、加入金、過料又は法律で定める使用料その他の普

通地方公共団体の歳入につき第一項の規定による督促を受けた者が同項の規定により指定

された期限までにその納付すべき金額を納付しないときは、当該歳入並びに当該歳入に係

る前項の手数料及び延滞金について、地方税の滞納処分の例により処分することができる。

この場合におけるこれらの徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。  
４  第一項の歳入並びに第二項の手数料及び延滞金の還付並びにこれらの徴収金の徴収

又は還付に関する書類の送達及び公示送達については、地方税の例による。  
５  普通地方公共団体の長以外の機関がした前四項の規定による処分についての審査請

求は、普通地方公共団体の長が処分庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通

地方公共団体の長に対してするものとする。  
６  第一項から第四項までの規定による処分についての審査請求又は異議申立てに関す

る行政不服審査法第十四条第一項 本文又は第四十五条 の期間は、当該処分を受けた日の

翌日から起算して三十日以内とする。  
７  普通地方公共団体の長は、第一項から第四項までの規定による処分についての審査請

求又は異議申立てがあつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならない。  
８  議会は、前項の規定による諮問があつた日から二十日以内に意見を述べなければなら

ない。  
９  第七項の審査請求又は異議申立てに対する裁決又は決定を受けた後でなければ、第一

項から第四項までの規定による処分については、裁判所に出訴することができない。  
１０  第三項の規定による処分中差押物件の公売は、その処分が確定するまで執行を停止

する。  
１１  第三項の規定による処分は、当該普通地方公共団体の区域外においても、また、こ

れをすることができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%b5%96%40%88%ea%98%5a%81%5a&REF_NAME=%8d%73%90%ad%95%73%95%9e%90%52%8d%b8%96%40%91%e6%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%b5%96%40%88%ea%98%5a%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004500000000000000000000000000000
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 第八節 時効  
（金銭債権の消滅時効）  
第二百三十六条  金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法

律に定めがあるものを除くほか、五年間これを行なわないときは、時効により消滅する。

普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様と

する。  
２  金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利の時効による消滅については、法律

に特別の定めがある場合を除くほか、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄するこ

とができないものとする。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするも

のについても、また同様とする。  
３  金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利について、消滅時効の中断、停止そ

の他の事項（前項に規定する事項を除く。）に関し、適用すべき法律の規定がないときは、

民法 （明治二十九年法律第八十九号）の規定を準用する。普通地方公共団体に対する権利

で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。  
４  法令の規定により普通地方公共団体がする納入の通知及び督促は、民法第百五十三条 
（前項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、時効中断の効力を有する。  
 
 
 
 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%93%f1%8b%e3%96%40%94%aa%8b%e3&REF_NAME=%96%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%93%f1%8b%e3%96%40%94%aa%8b%e3&REF_NAME=%96%af%96%40%91%e6%95%53%8c%dc%8f%5c%8e%4f%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000015300000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000015300000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000015300000000000000000000000000000
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【地方自治法施行令】 
 
    第三節 収入  
（分担金を徴収することができない場合）  
第百五十三条  地方税法第七条 の規定により不均一の課税をし、若しくは普通地方公共

団体の一部に課税をし、又は同法第七百三条 の規定により水利地益税を課し、若しくは同

法第七百三条の二 の規定により共同施設税を課するときは、同一の事件に関し分担金を徴

収することができない。  
（歳入の調定及び納入の通知）  
第百五十四条  地方自治法第二百三十一条 の規定による歳入の調定は、当該歳入につい

て、所属年度、歳入科目、納入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他

法令又は契約に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならない。  
２  普通地方公共団体の歳入を収入するときは、地方交付税、地方譲与税、補助金、地方

債、滞納処分費その他その性質上納入の通知を必要としない歳入を除き、納入の通知をし

なければならない。  
３  前項の規定による納入の通知は、所属年度、歳入科目、納入すべき金額、納期限、納

入場所及び納入の請求の事由を記載した納入通知書でこれをしなければならない。ただし、

その性質上納入通知書によりがたい歳入については、口頭、掲示その他の方法によつてこ

れをすることができる。  
（口座振替の方法による歳入の納付）  
第百五十五条  普通地方公共団体の歳入の納入義務者は、当該普通地方公共団体の指定金

融機関若しくは指定代理金融機関又は収納代理金融機関若しくは収納事務取扱金融機関に

預金口座を設けているときは、当該金融機関に請求して口座振替の方法により当該歳入を

納付することができる。  
（証券をもつてする歳入の納付）  
第百五十六条  地方自治法第二百三十一条の二第三項 の規定により普通地方公共団体の

歳入の納付に使用することができる証券は、次に掲げる証券で納付金額を超えないものに

限る。  
一  持参人払式の小切手等（小切手その他金銭の支払を目的とする有価証券であつて小切

手と同程度の支払の確実性があるものとして総務大臣が指定するものをいう。以下この号

において同じ。）又は会計管理者若しくは指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融

機関若しくは収納事務取扱金融機関（以下この条において「会計管理者等」という。）を受

取人とする小切手等で、手形交換所に加入している金融機関又は当該金融機関に手形交換

を委託している金融機関を支払人とし、支払地が当該普通地方公共団体の長が定める区域

内であつて、その権利の行使のため定められた期間内に支払のための提示又は支払の請求

をすることができるもの  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%92%6e%95%fb%90%c5%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0%82%cc%93%f1&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0%82%cc%93%f1&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300200000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000003000000000000000000
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二  無記名式の国債若しくは地方債又は無記名式の国債若しくは地方債の利札で、支払期

日の到来したもの  
２  会計管理者等は、前項第一号に掲げる証券であつてもその支払が確実でないと認める

ときは、その受領を拒絶することができる。  
３  地方自治法第二百三十一条の二第四項 前段に規定する場合においては、会計管理者

等は、当該証券をもつて納付した者に対し、速やかに、当該証券について支払がなかつた

旨及びその者の請求により当該証券を還付する旨を書面で通知しなければならない。  
（取立て及び納付の委託）  
第百五十七条  地方自治法第二百三十一条の二第五項 の規定により取立て及び納付の委

託を受けることができる証券は、前条第一項に規定する証券とする。  
２  地方自治法第二百三十一条の二第五項 の規定により取立て及び納付の委託を受ける

場合において、その証券の取立てにつき費用を要するときは、会計管理者は、当該取立て

及び納付の委託をしようとする者に、その費用の額に相当する金額をあわせて提供させな

ければならない。  
３  地方自治法第二百三十一条の二第五項 の規定により取立て及び納付の委託を受けた

場合において、必要があると認めるときは、会計管理者は、確実と認める金融機関にその

取立てを再委託することができる。  
（指定代理納付者による歳入の納付）  
第百五十七条の二  地方自治法第二百三十一条の二第六項 に規定する政令で定める者は、

次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。  
一  地方自治法第二百三十一条の二第六項 の規定により納入義務者に代わつて歳入を納

付する事務（次号において「納付事務」という。）を適切かつ確実に遂行することができる

財産的基礎を有すること。  
二  その人的構成等に照らして、納付事務を適切かつ確実に遂行することができる知識及

び経験を有し、かつ、十分な社会的信用を有すること。  
２  地方自治法第二百三十一条の二第六項 に規定する政令で定める証票その他の物又は

番号、記号その他の符号は、それを提示し又は通知して、特定の販売業者から商品若しく

は権利を購入し、又は特定の役務の提供の事業を営む者から有償で役務の提供を受けるこ

とができる証票その他の物又は番号、記号その他の符号とする。  
（歳入の徴収又は収納の委託）  
第百五十八条  次に掲げる普通地方公共団体の歳入については、その収入の確保及び住民

の便益の増進に寄与すると認められる場合に限り、私人にその徴収又は収納の事務を委託

することができる。  
一  使用料  
二  手数料  
三  賃貸料  
四  物品売払代金  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100200000006000000000000000000
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五  寄附金  
六  貸付金の元利償還金  
２  前項の規定により歳入の徴収又は収納の事務を私人に委託したときは、普通地方公共

団体の長は、その旨を告示し、かつ、当該歳入の納入義務者の見やすい方法により公表し

なければならない。  
３  第一項の規定により歳入の徴収又は収納の事務の委託を受けた者は、普通地方公共団

体の規則の定めるところにより、その徴収し、又は収納した歳入を、その内容を示す計算

書（当該計算書に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を含む。）を添えて、会計管理者又

は指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関若しくは収納事務取扱金融機関に

払い込まなければならない。  
４  第一項の規定により歳入の徴収又は収納の事務を私人に委託した場合において、必要

があると認めるときは、会計管理者は、当該委託に係る歳入の徴収又は収納の事務につい

て検査することができる。  
 
 
     第三款 債権  
（督促）  
第百七十一条  普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第二百三十一条の三第一項 に
規定する歳入に係る債権を除く。）について、履行期限までに履行しない者があるときは、

期限を指定してこれを督促しなければならない。  
（強制執行等）  
第百七十一条の二  普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第二百三十一条の三第三

項 に規定する歳入に係る債権（以下「強制徴収により徴収する債権」という。）を除く。）

について、地方自治法第二百三十一条の三第一項 又は前条の規定による督促をした後相当

の期間を経過してもなお履行されないときは、次の各号に掲げる措置をとらなければなら

ない。ただし、第百七十一条の五の措置をとる場合又は第百七十一条の六の規定により履

行期限を延長する場合その他特別の事情があると認める場合は、この限りでない。  
一  担保の付されている債権（保証人の保証がある債権を含む。）については、当該債権

の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売その他の担保権の実行の手続をとり、又

は保証人に対して履行を請求すること。  
二  債務名義のある債権（次号の措置により債務名義を取得したものを含む。）について

は、強制執行の手続をとること。  
三  前二号に該当しない債権（第一号に該当する債権で同号の措置をとつてなお履行され

ないものを含む。）については、訴訟手続（非訟事件の手続を含む。）により履行を請求す

ること。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023100300000001000000000000000000
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（履行期限の繰上げ）  
第百七十一条の三  普通地方公共団体の長は、債権について履行期限を繰り上げることが

できる理由が生じたときは、遅滞なく、債務者に対し、履行期限を繰り上げる旨の通知を

しなければならない。ただし、第百七十一条の六第一項各号の一に該当する場合その他特

に支障があると認める場合は、この限りでない。  
（債権の申出等）  
第百七十一条の四  普通地方公共団体の長は、債権について、債務者が強制執行又は破産

手続開始の決定を受けたこと等を知つた場合において、法令の規定により当該普通地方公

共団体が債権者として配当の要求その他債権の申出をすることができるときは、直ちに、

そのための措置をとらなければならない。  
２  前項に規定するもののほか、普通地方公共団体の長は、債権を保全するため必要があ

ると認めるときは、債務者に対し、担保の提供（保証人の保証を含む。）を求め、又は仮差

押え若しくは仮処分の手続をとる等必要な措置をとらなければならない。  
（徴収停止）  
第百七十一条の五  普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除

く。）で履行期限後相当の期間を経過してもなお完全に履行されていないものについて、次

の各号の一に該当し、これを履行させることが著しく困難又は不適当であると認めるとき

は、以後その保全及び取立てをしないことができる。  
一  法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くなく、

かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の費用をこえないと認められるとき。  
二  債務者の所在が不明であり、かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の

費用をこえないと認められるときその他これに類するとき。  
三  債権金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められるとき。  
（履行延期の特約等）  
第百七十一条の六  普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除

く。）について、次の各号の一に該当する場合においては、その履行期限を延長する特約又

は処分をすることができる。この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履行期限

を定めることを妨げない。  
一  債務者が無資力又はこれに近い状態にあるとき。  
二  債務者が当該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、その現に有する

資産の状況により、履行期限を延長することが徴収上有利であると認められるとき。  
三  債務者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者が当該債務の全

部を一時に履行することが困難であるため、履行期限を延長することがやむを得ないと認

められるとき。  
四  損害賠償金又は不当利得による返還金に係る債権について、債務者が当該債務の全部

を一時に履行することが困難であり、かつ、弁済につき特に誠意を有すると認められると

き。  
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五  貸付金に係る債権について、債務者が当該貸付金の使途に従つて第三者に貸付けを行

なつた場合において、当該第三者に対する貸付金に関し、第一号から第三号までの一に該

当する理由があることその他特別の事情により、当該第三者に対する貸付金の回収が著し

く困難であるため、当該債務者がその債務の全部を一時に履行することが困難であるとき。  
２  普通地方公共団体の長は、履行期限後においても、前項の規定により履行期限を延長

する特約又は処分をすることができる。この場合においては、既に発生した履行の遅滞に

係る損害賠償金その他の徴収金（次条において「損害賠償金等」という。）に係る債権は、

徴収すべきものとする。  
（免除）  
第百七十一条の七  普通地方公共団体の長は、前条の規定により債務者が無資力又はこれ

に近い状態にあるため履行延期の特約又は処分をした債権について、当初の履行期限（当

初の履行期限後に履行延期の特約又は処分をした場合は、最初に履行延期の特約又は処分

をした日）から十年を経過した後において、なお、債務者が無資力又はこれに近い状態に

あり、かつ、弁済することができる見込みがないと認められるときは、当該債権及びこれ

に係る損害賠償金等を免除することができる。  
２  前項の規定は、前条第一項第五号に掲げる理由により履行延期の特約をした貸付金に

係る債権で、同号に規定する第三者が無資力又はこれに近い状態にあることに基づいて当

該履行延期の特約をしたものについて準用する。この場合における免除については、債務

者が当該第三者に対する貸付金について免除することを条件としなければならない。  
３  前二項の免除をする場合については、普通地方公共団体の議会の議決は、これを要し

ない。  
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【民法】 
 
   第七章 時効  
    第一節 総則  
（時効の効力）  
第百四十四条  時効の効力は、その起算日にさかのぼる。  
（時効の援用）  
第百四十五条  時効は、当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判をすること

ができない。  
（時効の利益の放棄）  
第百四十六条  時効の利益は、あらかじめ放棄することができない。  
（時効の中断事由）  
第百四十七条  時効は、次に掲げる事由によって中断する。  
一  請求  
二  差押え、仮差押え又は仮処分  
三  承認  
（時効の中断の効力が及ぶ者の範囲）  
第百四十八条  前条の規定による時効の中断は、その中断の事由が生じた当事者及びその

承継人の間においてのみ、その効力を有する。  
（裁判上の請求）  
第百四十九条  裁判上の請求は、訴えの却下又は取下げの場合には、時効の中断の効力を

生じない。  
（支払督促）  
第百五十条  支払督促は、債権者が民事訴訟法第三百九十二条 に規定する期間内に仮執

行の宣言の申立てをしないことによりその効力を失うときは、時効の中断の効力を生じな

い。  
（和解及び調停の申立て）  
第百五十一条  和解の申立て又は民事調停法 （昭和二十六年法律第二百二十二号）若し

くは家事事件手続法 （平成二十三年法律第五十二号）による調停の申立ては、相手方が出

頭せず、又は和解若しくは調停が調わないときは、一箇月以内に訴えを提起しなければ、

時効の中断の効力を生じない。  
（破産手続参加等）  
第百五十二条  破産手続参加、再生手続参加又は更生手続参加は、債権者がその届出を取

り下げ、又はその届出が却下されたときは、時効の中断の効力を生じない。  
（催告）  
第百五十三条  催告は、六箇月以内に、裁判上の請求、支払督促の申立て、和解の申立て、

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40%91%e6%8e%4f%95%53%8b%e3%8f%5c%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000039200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000039200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000039200000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%93%f1&REF_NAME=%96%af%8e%96%92%b2%92%e2%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%8c%dc%93%f1&REF_NAME=%89%c6%8e%96%8e%96%8c%8f%8e%e8%91%b1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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民事調停法 若しくは家事事件手続法 による調停の申立て、破産手続参加、再生手続参加、

更生手続参加、差押え、仮差押え又は仮処分をしなければ、時効の中断の効力を生じない。  
（差押え、仮差押え及び仮処分）  
第百五十四条  差押え、仮差押え及び仮処分は、権利者の請求により又は法律の規定に従

わないことにより取り消されたときは、時効の中断の効力を生じない。  
第百五十五条  差押え、仮差押え及び仮処分は、時効の利益を受ける者に対してしないと

きは、その者に通知をした後でなければ、時効の中断の効力を生じない。  
（承認）  
第百五十六条  時効の中断の効力を生ずべき承認をするには、相手方の権利についての処

分につき行為能力又は権限があることを要しない。  
（中断後の時効の進行）  
第百五十七条  中断した時効は、その中断の事由が終了した時から、新たにその進行を始

める。  
２  裁判上の請求によって中断した時効は、裁判が確定した時から、新たにその進行を始

める。 
 
（消滅時効の進行等）  
第百六十六条  消滅時効は、権利を行使することができる時から進行する。  
２  前項の規定は、始期付権利又は停止条件付権利の目的物を占有する第三者のために、

その占有の開始の時から取得時効が進行することを妨げない。ただし、権利者は、その時

効を中断するため、いつでも占有者の承認を求めることができる。  
（債権等の消滅時効）  
第百六十七条  債権は、十年間行使しないときは、消滅する。  
２  債権又は所有権以外の財産権は、二十年間行使しないときは、消滅する。  
（定期金債権の消滅時効）  
第百六十八条  定期金の債権は、第一回の弁済期から二十年間行使しないときは、消滅す

る。最後の弁済期から十年間行使しないときも、同様とする。  
２  定期金の債権者は、時効の中断の証拠を得るため、いつでも、その債務者に対して承

認書の交付を求めることができる。  
（定期給付債権の短期消滅時効）  
第百六十九条  年又はこれより短い時期によって定めた金銭その他の物の給付を目的と

する債権は、五年間行使しないときは、消滅する。  
（三年の短期消滅時効）  
第百七十条  次に掲げる債権は、三年間行使しないときは、消滅する。ただし、第二号に

掲げる債権の時効は、同号の工事が終了した時から起算する。  
一  医師、助産師又は薬剤師の診療、助産又は調剤に関する債権  
二  工事の設計、施工又は監理を業とする者の工事に関する債権  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%93%f1&REF_NAME=%96%af%8e%96%92%b2%92%e2%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%8c%dc%93%f1&REF_NAME=%89%c6%8e%96%8e%96%8c%8f%8e%e8%91%b1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第百七十一条  弁護士又は弁護士法人は事件が終了した時から、公証人はその職務を執行

した時から三年を経過したときは、その職務に関して受け取った書類について、その責任

を免れる。  
（二年の短期消滅時効）  
第百七十二条  弁護士、弁護士法人又は公証人の職務に関する債権は、その原因となった

事件が終了した時から二年間行使しないときは、消滅する。  
２  前項の規定にかかわらず、同項の事件中の各事項が終了した時から五年を経過したと

きは、同項の期間内であっても、その事項に関する債権は、消滅する。  
第百七十三条  次に掲げる債権は、二年間行使しないときは、消滅する。  
一  生産者、卸売商人又は小売商人が売却した産物又は商品の代価に係る債権  
二  自己の技能を用い、注文を受けて、物を製作し又は自己の仕事場で他人のために仕事

をすることを業とする者の仕事に関する債権  
三  学芸又は技能の教育を行う者が生徒の教育、衣食又は寄宿の代価について有する債権  
（一年の短期消滅時効）  
第百七十四条  次に掲げる債権は、一年間行使しないときは、消滅する。  
一  月又はこれより短い時期によって定めた使用人の給料に係る債権  
二  自己の労力の提供又は演芸を業とする者の報酬又はその供給した物の代価に係る債

権  
三  運送賃に係る債権  
四  旅館、料理店、飲食店、貸席又は娯楽場の宿泊料、飲食料、席料、入場料、消費物の

代価又は立替金に係る債権  
五  動産の損料に係る債権  
（判決で確定した権利の消滅時効）  
第百七十四条の二  確定判決によって確定した権利については、十年より短い時効期間の

定めがあるものであっても、その時効期間は、十年とする。裁判上の和解、調停その他確

定判決と同一の効力を有するものによって確定した権利についても、同様とする。  
２  前項の規定は、確定の時に弁済期の到来していない債権については、適用しない。  
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【民事訴訟法】 
第七編 督促手続  
   第一章 総則  
（支払督促の要件）  
第三百八十二条  金銭その他の代替物又は有価証券の一定の数量の給付を目的とする請

求については、裁判所書記官は、債権者の申立てにより、支払督促を発することができる。

ただし、日本において公示送達によらないでこれを送達することができる場合に限る。  
（支払督促の申立て）  
第三百八十三条  支払督促の申立ては、債務者の普通裁判籍の所在地を管轄する簡易裁判

所の裁判所書記官に対してする。  
２  次の各号に掲げる請求についての支払督促の申立ては、それぞれ当該各号に定める地

を管轄する簡易裁判所の裁判所書記官に対してもすることができる。  
一  事務所又は営業所を有する者に対する請求でその事務所又は営業所における業務に

関するもの 
     当該事務所又は営業所の所在地  
二  手形又は小切手による金銭の支払の請求及びこれに附帯する請求 
     手形又は小切手の支払地  
（訴えに関する規定の準用）  
第三百八十四条  支払督促の申立てには、その性質に反しない限り、訴えに関する規定を

準用する。  
（申立ての却下）  
第三百八十五条  支払督促の申立てが第三百八十二条若しくは第三百八十三条の規定に

違反するとき、又は申立ての趣旨から請求に理由がないことが明らかなときは、その申立

てを却下しなければならない。請求の一部につき支払督促を発することができない場合に

おけるその一部についても、同様とする。  
２  前項の規定による処分は、相当と認める方法で告知することによって、その効力を生

ずる。  
３  前項の処分に対する異議の申立ては、その告知を受けた日から一週間の不変期間内に

しなければならない。  
４  前項の異議の申立てについての裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  
（支払督促の発付等）  
第三百八十六条  支払督促は、債務者を審尋しないで発する。  
２  債務者は、支払督促に対し、これを発した裁判所書記官の所属する簡易裁判所に督促

異議の申立てをすることができる。  
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（支払督促の記載事項）  
第三百八十七条  支払督促には、次に掲げる事項を記載し、かつ、債務者が支払督促の送

達を受けた日から二週間以内に督促異議の申立てをしないときは債権者の申立てにより仮

執行の宣言をする旨を付記しなければならない。  
一  第三百八十二条の給付を命ずる旨  
二  請求の趣旨及び原因  
三  当事者及び法定代理人  
（支払督促の送達）  
第三百八十八条  支払督促は、債務者に送達しなければならない。  
２  支払督促の効力は、債務者に送達された時に生ずる。  
３  債権者が申し出た場所に債務者の住所、居所、営業所若しくは事務所又は就業場所が

ないため、支払督促を送達することができないときは、裁判所書記官は、その旨を債権者

に通知しなければならない。この場合において、債権者が通知を受けた日から二月の不変

期間内にその申出に係る場所以外の送達をすべき場所の申出をしないときは、支払督促の

申立てを取り下げたものとみなす。  
（支払督促の更正）  
第三百八十九条  第七十四条第一項及び第二項の規定は、支払督促について準用する。  
２  仮執行の宣言後に適法な督促異議の申立てがあったときは、前項において準用する第

七十四条第一項の規定による更正の処分に対する異議の申立ては、することができない。  
（仮執行の宣言前の督促異議）  
第三百九十条  仮執行の宣言前に適法な督促異議の申立てがあったときは、支払督促は、

その督促異議の限度で効力を失う。  
（仮執行の宣言）  
第三百九十一条  債務者が支払督促の送達を受けた日から二週間以内に督促異議の申立

てをしないときは、裁判所書記官は、債権者の申立てにより、支払督促に手続の費用額を

付記して仮執行の宣言をしなければならない。ただし、その宣言前に督促異議の申立てが

あったときは、この限りでない。  
２  仮執行の宣言は、支払督促に記載し、これを当事者に送達しなければならない。ただ

し、債権者の同意があるときは、当該債権者に対しては、当該記載をした支払督促を送付

することをもって、送達に代えることができる。  
３  第三百八十五条第二項及び第三項の規定は、第一項の申立てを却下する処分及びこれ

に対する異議の申立てについて準用する。  
４  前項の異議の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  
５  第二百六十条及び第三百八十八条第二項の規定は、第一項の仮執行の宣言について準

用する。  
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（期間の徒過による支払督促の失効）  
第三百九十二条  債権者が仮執行の宣言の申立てをすることができる時から三十日以内

にその申立てをしないときは、支払督促は、その効力を失う。  
（仮執行の宣言後の督促異議）  
第三百九十三条  仮執行の宣言を付した支払督促の送達を受けた日から二週間の不変期

間を経過したときは、債務者は、その支払督促に対し、督促異議の申立てをすることがで

きない。  
（督促異議の却下）  
第三百九十四条  簡易裁判所は、督促異議を不適法であると認めるときは、督促異議に係

る請求が地方裁判所の管轄に属する場合においても、決定で、その督促異議を却下しなけ

ればならない。  
２  前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。  
（督促異議の申立てによる訴訟への移行）  
第三百九十五条  適法な督促異議の申立てがあったときは、督促異議に係る請求について

は、その目的の価額に従い、支払督促の申立ての時に、支払督促を発した裁判所書記官の

所属する簡易裁判所又はその所在地を管轄する地方裁判所に訴えの提起があったものとみ

なす。この場合においては、督促手続の費用は、訴訟費用の一部とする。  
（支払督促の効力）  
第三百九十六条  仮執行の宣言を付した支払督促に対し督促異議の申立てがないとき、又

は督促異議の申立てを却下する決定が確定したときは、支払督促は、確定判決と同一の効

力を有する。  
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【民事執行法】 
  第二章 強制執行  
    第一節 総則  
（債務名義）  
第二十二条  強制執行は、次に掲げるもの（以下「債務名義」という。）により行う。  
一  確定判決  
二  仮執行の宣言を付した判決  
三  抗告によらなければ不服を申し立てることができない裁判（確定しなければその効力

を生じない裁判にあつては、確定したものに限る。）  
三の二  仮執行の宣言を付した損害賠償命令  
四  仮執行の宣言を付した支払督促  
四の二  訴訟費用、和解の費用若しくは非訟事件（他の法令の規定により非訟事件手続法 
（平成二十三年法律第五十一号）の規定を準用することとされる事件を含む。）若しくは家

事事件の手続の費用の負担の額を定める裁判所書記官の処分又は第四十二条第四項に規定

する執行費用及び返還すべき金銭の額を定める裁判所書記官の処分（後者の処分にあつて

は、確定したものに限る。）  
五  金銭の一定の額の支払又はその他の代替物若しくは有価証券の一定の数量の給付を

目的とする請求について公証人が作成した公正証書で、債務者が直ちに強制執行に服する

旨の陳述が記載されているもの（以下「執行証書」という。）  
六  確定した執行判決のある外国裁判所の判決  
六の二  確定した執行決定のある仲裁判断  
七  確定判決と同一の効力を有するもの（第三号に掲げる裁判を除く。）  
 
 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%8c%dc%88%ea&REF_NAME=%94%f1%8f%d7%8e%96%8c%8f%8e%e8%91%b1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=

